
1 交付決定額
（単位：千円）

増減率％

3.6

△ 44.0

△ 8.5

※令和４年度の普通交付税額は当初算定額。決算額は国の再算定により139億円。

2 基準財政需要額、基準財政収入額等について
（単位：億円）

増減 ①-②

(a) 7.5

(b) 3.2

(c) △ 0.1

(d) △ 0.4

(e) △ 0.1

(f) 2.0

(g) △ 4.2

(h) △ 20.0

（Ａ） 27.9

(a)' 5.4

(b)' 2.9

(c)' 2.7

(d)' 11.4

(e)' 1.0

(Ｂ) 23.4

交付
基準額 4.5

※交付基準額と普通交付税決定額との差額は調整額。

合計  (a)'+(b)'+(c)'+(d)'+(e)' 846.3 822.9

（Ａ）-（Ｂ） 137.5 133.0

基
準
財
政
収
入
額

市民税個人 234.5 229.1

市民税法人税割 27.4

地方消費税交付金 117.5 106.1

その他 133.8 132.8

24.5

固定資産税 333.1 330.4

臨時財政対策債振替相当額 25.4 45.4

合計　(a)+(b)+(c)+(d)+(e)+(f)+(g)-(h) 983.8 955.9

地域デジタル社会推進費 4.6 2.6

公債費等 136.7 140.9

基
準
財
政
需
要
額

個別算定経費 772.9 765.4

包括算定経費 76.2 73.0

地域の元気創造事業費 7.0 7.1

人口減少等特別対策事業費 7.8 8.2

地域社会再生事業費 4.0 4.1

合　計 16,244,256 17,759,625 △ 1,515,369

区　分 ５年度 ① ４年度 ②

普通交付税額 13,701,837 13,221,691 480,146

臨時財政対策債
（発行可能額）

2,542,419 4,537,934 △ 1,995,515
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